


◆相続のことはいつから考えればいいのでしょうか？
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皆さんの中には、ご両親やご自身の相続についてはあまりご自身に関係がないことと捉えて、亡く
なった後に考えればよい、もしくは誰かにまかせておけばよいと考えていらっしゃる方が多いので
はないでしょうか？
しかし、実際のケースで見ると生前に相続対策をしなかったことにより、相続手続きの際に様々な
支障が発生し、思うような相続手続ができていないケースが多々見受けられます。

【ケース１】 遺産分割協議でもめてしまった（裁判にまで発展するケースもあり）

【ケース２】 相続人の中に認知症の方や未成年者がいる場合

【ケース３】 相続人の中に行方がわからない方がいる

相続対策に早いということはありません！少しでも早くからやっておくが重要になります！

→遺言書・死後事務委任契約書・任意後見契約書等を作成しておくなど、生前に相続対策を
行っておけば、相続手続をスムーズに進めることができます。

※相続手続きに支障がでる主なケース（次ページでもう少し詳しくみていきます）
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事例）今まで仲が良かった兄弟が遺産分割でもめて、裁判にまで発展してしまった。

※遺産分割事件は年間１５，０００件程度の申立てがあり、右肩上がりで件数が増加！

・遺産分割事件の７５％は遺産の額が５０００万円以下

・相続人が３人以下のケースが５０％弱を占める

各ケースについてもう少し具体的に見てみましょう！

【ケース１】遺産分割協議でもめてしまった

【ケース２】相続人の中に認知症の方や未成年者がいる

①認知症の方が相続人いると、その方は遺産分割協議の意思表示ができません。したがって、家庭
裁判所に法定後見人の申立てを行う必要があります。

②例えば、父親が未成年者の相続人を残したまま亡くなってしまった場合、母親と未成年者との間
で遺産分割協議を行う必要があります。この場合、法律上利益相反となってしまい、特別代理人
という方を家庭裁判所に選任してもらう必要があります。

→遺産額や相続人の人数が多いから揉めるわけではありません！

→相続手続きを進めるために余計な時間と費用がかかります！

【ケース3】相続人の中に行方がわからない方がいる

戸籍や住民票を調査して探し出す必要がでてきます。
それでも見つからない場合、不在者管理人の申立てを家庭裁判所に行う必要があります。

→相続手続きが複雑になってしまいます！

これらのケースを避けるためには遺言書の存在が重要になります！
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【相続の基本事項】

・亡くなった方のことを「被相続人」といい、遺産を引き継ぐ人のことを「相続人」と言います。

注：生命保険の保険金は、遺産ではありません
（遺産分割対象外）

・遺産（相続財産）とは、プラスの財産だけではなく、借金・連帯保証などマイナスも含まれます。

受取人固有の財産のため

相続税を計算する上では、生命保険に含めて計算
する必要があります（みなし相続財産）
（500万円×法定相続人分の控除あり）

・相続の開始を知った時から３ヶ月以内に以下のいずれかを選択。

（1）単純承認：承認すると言わなくても、遺産を処分したり、3ヶ月間の熟慮期間を経過すると
承認したものとみなされます。

（2）限定承認：引き継いだ「マイナス」の財産を、引き継いだ「プラス」の財産の範囲内で責任を
負うことになります。相続時に「プラス」と「マイナス」の財産のどちらが多いか
判断できない時に選択する意味を持ちますが、相続人全員で行う必要があることや、
手続きが複雑なため、実際に「限定承認」を選択する人は多くありません。

（3）相続放棄：明らかに「マイナス」の財産が多い場合などに相続放棄を選択することにより、
マイナス財産の放棄をすることができます。一方で相続放棄をすることにより、
「プラス」の財産も放棄することになるため、慎重に選択する必要があります。
なお、「相続放棄」は家庭裁判所に申立てを行う必要があります。



【相続発生後に遺言書がない場合の手続きについて】

法定相続人全員による相続財産の分配（遺産分割協議）を行う必要があります。

【法定相続人になるのは誰か？】

→民法の条文で法定相続人になる人は決められています。

被相続人の配偶者がいれば必ず相続人となります。

→配偶者以外は次の順序で配偶者と一緒もしくはその者のみで相続人となります。

第１順位：被相続人の直系卑属（子や孫などのことを言います）

→被相続人の子が既に死亡しており、その子の子（被相続人からみて孫）がいれば、その人

が相続人（代襲相続という）となり、孫も死亡していればひ孫と永久に代襲します。

第２順位：被相続人の直系尊属（父母や祖父母などのことを言います）

→父母も祖父母もいるときは、より近い世代である父母が相続人となります。

第３順位：被相続人の兄弟姉妹

→兄弟姉妹が既に死亡しているときは、兄弟姉妹の子（甥や姪）が相続人となります。

※なお、甥や姪も亡くなっていた場合、その子供には相続権はありません。
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※遺産分割協議でどのように分配するかを決め、全員が合意すればどのように分配しても構いません。



【民法で決められた法定相続人の相続財産の割合（法定相続分）】

①配偶者と子が相続人である場合

→配偶者１／２、子１／２（子が２人以上いれば全員で１／２）
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被相続人 配偶者

長男 長女

孫 孫

具体的な法定相続額（財産１億円の場合）

ア 法定相続人が配偶者、長男、長女の場合

→配偶者：５０００万円

長男、長女：２５００万円ずつ

イ 長男が既に死亡している場合

→配偶者：５０００万円

孫（長男の子）２人：１２５０万ずつ

※長男の相続分（４分の１）を２人で均等に

分ける。

長女：２５００万円

・分配方法について相続分割合の目安が民法で定められています



② 配偶者と直系尊属が相続人である場合

→配偶者２／３、１／３（直系尊属が２人以上いれば全員で１／３）
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被相続人 配偶者

具体的な法定相続額（財産が１億円の場合）

→配偶者：約６６７０万円

父・母：約１６７０万円ずつ
母父

③ 配偶者と兄弟姉妹が相続人である場合

→配偶者３／４、１／４

（兄弟姉妹が２人以上いれば全員で１／４）

被相続人 配偶者

父（死亡） 母（死亡）

弟

具体的な法定相続額（財産が１億円の場合）

→配偶者：７５００万円 弟：２５００万円

※半血兄弟がいる場合、全血兄弟の２分の１



１．自身が希望する特定の方（法人も可）に財産を渡すことができます

例１）法定相続分とは違う内容で分配方法を決めておきたい。

例２）相続人以外に財産を渡したい。

例３）社会に貢献できるような慈善事業等に寄附をしたい。

例４）ペットのために財産を遺しておきたい。
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２．後の相続トラブルを防ぐことができます

３．相続人全員の遺産分割協議の手間が省くことができます

４．自分の想いや希望を託すことができます

【遺言書を作成するメリットを理解しましょう！】

相続人には法定相続分通りに分配して欲しいと思っていても、相続人の中には別の考えを

持っている方がいる場合もあります。後の相続トラブルに発展させないためにも、法定相続分

通りに分配する旨の遺言書を作成しておくことにより、避けることができます。

金融機関や不動産の相続手続き等で相続人全員の印鑑証明書が不要となるため、相続手続き

をスムーズに進めることができます。

付言事項を活用することにより、ご自身の想いや希望を記載することができるため、亡く

なった後の想いを伝えることができます。



【自筆証書遺言と公正証書遺言の作成方法等】
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自筆証書遺言 公正証書遺言

作成方法 自筆で書面を作成。日付・署名・押
印が必要。
※別紙として財産目録を作成すれば、
財産目録は自筆である必要なし。但
し、財産目録には署名・押印が必要。

公証人が遺言者の口述を筆記。
遺言者と証人２人以上が内容を確認。
遺言者と証人２人以上が署名押印。

費 用
（士業に依頼した場
合の報酬を除く）

不 要
※法務局に保管する場合、保管費用

が１通3,900円かかります

公証人の手数料
（所有財産額と遺贈する人数によって

金額が変わってきます）

証 人 不 要 ２人以上の証人

保管方法 任 意
※法務局でも保管可能

公正証書として公証役場で保管

検認手続 必 要
※法務局保管後は不要

不 要



【自筆証書遺言と公正証書遺言のメリット・デメリット】
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自筆証書遺言 公正証書遺言

メリット ・自分一人で作成できる。
・費用をかけずに作成することができる。
・遺言書の存在と内容を秘密にできる。
※1

・方式の不備で無効となるおそれがない。
・遺言能力等で争われるおそれが低い。
・紛失や改ざんのおそれがない。
・相続人が遺言書の存在を検索できる。
・家庭裁判所での検認が不要。
・字を書けなくても作成可能。

デメリット ・方式の不備で無効になるおそれがある。
・内容の解釈が問題となるおそれがある。
・相続人間で遺言能力等が争われるおそれ
がある。

・紛失や改ざんのおそれがある。
・遺言書が発見されないおそれがある。
・家庭裁判所での検認が必要。
※1

・証人２人の確保が必要。
※以下の者は証人になることができない。
①未成年者、②推定相続人及び受遺者とこれ
らの配偶者及び直系血族、③公証人の配偶者、
４親等内の親族、書記及び使用人

・費用がかかる。
（所有財産額と遺贈する人数によって金額
が変わります）

・公証人と証人に遺言書の内容が知られる。

※1法務局に保管しておくことにより、原本は法務局が保管されますので、紛失等のリスクは

なくなります。また、家庭裁判所の検認も不要となります。



１．財産目録を作成すれば、財産目録については自筆は不要
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２．法務局に自筆証書遺言が保管することができます

【自筆証書遺言の民法改正点】
自筆証書遺言について、民法の改正がありました。改正点についても把握しておきましょう！

自筆証書遺言を作成する場合、従前は全文自筆で書く必要がありました。

改正点：不動産や預貯金、有価証券などの財産については、遺言書本文とは別に財産目録を

作成することにより、財産目録についてはパソコンや代筆等で対応可能になりました。

自筆証書遺言を作成しても、従前は自身の責任で保管する必要がありました。

→遺言書が紛失や改ざんされてしまうなどのリスクが...。

改正点：法務局に保管しておくことにより、原本は法務局に保管されますので、紛失等のリスク

は無くなります。

また、法務局に保管しておくことにより、家庭裁判所への検認も不要となります。



【遺留分】
1．遺言書を作成する場合、遺留分に注意する必要があります

遺言書が作成されていれば、遺言の内容が優先されますが、「遺留分」といって遺言によっても

侵害できない範囲として民法が保障している最低限度の相続分があります。

遺言でこの遺留分を侵害した財産の指定があったとしても、その遺言が無効となるわけではあり

ませんが、侵害された相続人は侵害した分配分を受け取った相続人に対して、侵害された割合の

金額を請求することができます。（「遺留分侵害額請求権」と呼びます）

→遺留分を侵害する遺言書を作成する時は、遺留分を主張されるリスクがあることも理解しておく

必要があります。

2．遺留分を主張できる人も民法で決められています

遺留分が認められているのは、配偶者や直系卑属のほかに、直系尊属が法定相続人となる場合に

認められています。（兄弟姉妹に遺留分ははありません）

遺留分を主張できる割合は、直系尊属のみが相続人の場合は相続財産の３分の１、それ以外の

場合は法定相続分の２分の１となります。

遺留分権利者が、相続の開始及び侵害する贈与等があったことを知った時から1年間行使しない

と消滅します。 12



【遺留分割合の具体的な計算額】

遺留分（上記事例の具体的金額）

① 配偶者のみが相続人 配偶者２分の１（配偶者６００万円）

② 子のみが相続人 直系卑属２分の１（長男・長女３００万円ずつ）

③ 直系尊属のみが相続人 直系尊属３分の１（父・母２００万円ずつ）

④ 兄弟姉妹のみが相続人 兄弟姉妹なし（弟０円）

⑤ 配偶者と子が相続人 配偶者４分の１（妻３００万円）・直系卑属４分の１（長男・長女１５０万円ずつ）

⑥ 配偶者と直系尊属が相続人 配偶者３分の１（妻４００万円）・直系尊属６分の１（父・母１００万円ずつ）

⑦ 配偶者と兄弟姉妹が相続人 配偶者２分の１（妻６００万円）・兄弟姉妹なし（弟０円）

被相続人 妻

長男 長女

弟

父
母

（相続財産が１２００万円の場合）
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【相続税】

・相続発生後、相続税が発生する場合には１０ヶ月以内に申告・納付する必要があります。

注：非課税財産とは生命保険等の非課税枠
（500万円×法定相続人以内の金額）

課税対象となる財産の範囲
1．相続財産
①不動産 ②借地権 ③預貯金 ④株式
⑤公社債 ⑥現金 ⑦家庭用財産 ⑧車 ほか
2．みなし相続財産
①生命保険金 ②死亡退職金 ほか
3．相続開始３年以内の贈与財産



【遺言書以外に相続対策に利用される契約を知っておきましょう！】

亡くなった後の手続きとして、葬儀やお墓の手配、公共料等の支払い、遺品整理等亡くなった後の
手続き（これらを「死後事務」と言います。）は多岐に渡ります。

特に親戚と疎遠になっている等で身よりがない方などについては、死後事務を任せられる受任者を
決めておかないとご自身が思うような手続きができなくなってしまう場合がありますので、生前に死
後事務委任契約を締結しておくことが大事になります。
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①死後事務委任契約

②財産管理委任契約
車椅子生活・寝たきり状態になった時に、銀行や行政手続き、公共サービス等の支払いをするため

に外出することが困難な時に、ご自身に代わって、これらの手続きを代理で行って頂く方を決めてお
く契約になります。

※次に述べる後見との違いは、契約期間中もご本人に意思能力があることが必要となります。

③任意後見契約
将来、ご自身が認知症などを発症して意思能力が無くなってしまった場合、ご自身に代って財

産を管理する方（後見人）を決める必要があります。

後見制度には、任意後見と法定後見という２つの制度がありますが、任意後見契約を締結して
おけば、あらかじめご自身が希望する方を後見人として決めておくことができます。

任意後見契約を作成する場合、ご本人の意思能力がある時に公正証書で作成しておく必要があ
ります。


